
 

令和 7 年地価調査結果について 

 

令 和 7 年 9 月 

秋田県建設部建設政策課 

 

1 調査の目的  

本 調 査 は ､国 土 利 用 計 画 法 (昭 和 49 年 法 律 第 92 号 )に 基 づ く 土 地 取 引 の 規 制 を

適 正 か つ 円 滑 に 実 施 す る た め ､同 法 施 行 令 (昭 和 49 年 政 令 第 387 号 )第 9 条 の 規 定

に よ り ､県 が 毎 年 1 回 基 準 地 の 価 格 を 調 査 し ､単 位 面 積 当 た り の 標 準 価 格 を 判 定

し ､公 表 す る も の で あ る ｡ 

こ れ は ､地 価 公 示 法 (昭 和 44 年 法 律 第 49 号 )に 基 づ き 国 が 行 う 地 価 公 示 と あ わ

せ て 一 般 の 土 地 取 引 に お け る 取 引 価 格 の 指 標 と な る ｡ 

 

2 対象区域及び基準地点数 

県 内 全 域 25 市 町 村 を 対 象 と し ､基 準 地 総 数 は 324 地 点 (全 国 で は 21,441 地 点 )

で あ る ｡そ の う ち ､宅 地 関 係 は 317 地 点 (全 国 で は 21,010 地 点 )で あ り ､用 途 別 の 内

訳 は 第 1 表 の と お り で あ る ｡ 

第 1 表  基 準 地 数 用 途 別 内 訳  

区分 

宅 地 関 係 

林地 合計 
住宅地 

宅 地 

見込地 
商業地 工業地 計 

基準地数 
217 3 90 7 317 7 324 

(217) (3) (90) (7) (317) (7) (324) 

※ ( )は 昨 年 基 準 地 数  

 

3 価格時点 

令 和 7 年 7 月 1 日  

 

 

 



4 全国の地価調査結果の概要 

 全 国 の 地 価 調 査 結 果 の 概 要 と 区 分 ご と の 対 前 年 平 均 変 動 率 は 第 2 表 ① の と お り

で あ る 。 ま た 、 東 北 地 方 各 県 の 状 況 に つ い て は 、 第 2 表 ② の と お り で あ る 。  

○ 全 国 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 上 昇 率 が 拡 大 し た 。  

○ 三大都市圏 住 宅 地 ､商 業 地 と も に 上 昇 率 が 拡 大 し た 。  

○ 地 方 圏 住 宅 地 は 昨 年 度 と 同 率 で 上 昇 し 、 商 業 地 は 上 昇 率 が 拡 大 し た 。 

○ 東 北 地 方 住宅地は昨年度と同率で下落し、商業地は昨年度と同率で上昇した。

○ 秋 田 県 住宅地は下落率が縮小し､商業地は下落を脱し、横ばいとなった。

 
第 2 表  
①  対 前 年 平 均 変 動 率            （ 単 位 :%）  

区 分 住 宅 地 商 業 地 

全 国 1 . 0  ( 0.9) 2 . 8  ( 2.4) 

三 大 都 市 圏 3. 2  ( 3.0) 7 . 2  ( 6.2) 

 東 京 圏 3 . 9  ( 3.6) 8 . 7  ( 7.0) 

地 方 圏  0 . 1  ( 0.1)  1 . 0  ( 0.9) 

東 北 地 方 ▲ 0. 3  (▲ 0.3)  0 . 4  ( 0.4) 

秋 田 県 ▲ 0. 4  (▲ 0.6) 0 . 0  (▲ 0.3) 

※1 三大都市圏:東京圏､大阪圏､名古屋圏 

※2 東北地方:青森県､岩手県､宮城県､秋田県､山形県､福島県及び新潟県 

(国土交通省資料との整合を図るために新潟県を含める) 

※3 ( )は昨年｡ 
 
② 東 北 地 方 各 県 の 状 況 (平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ) 
1)住 宅 地  (単 位 :円 ､%) 

 秋 田 県  青 森 県  岩 手 県  宮 城 県  山 形 県  福 島 県  

平 均 価 格 13,500 16,200 26,700 52,900 20,100 24,100     

平均変動率 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.2 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.4 

2)商 業 地  (単 位 :円 ､%) 

 秋 田 県  青 森 県  岩 手 県  宮 城 県  山 形 県  福 島 県  

平 均 価 格 25,500 34,900 45,500 338,700 41,100 49,100 

平均変動率 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.9 4.0 ▲ 0.2  0.7 

 

5 秋田県地価調査結果の概要 

本 県 の 全 用 途 (林 地 を 除 く ｡)の 平 均 価 格 は 16,700 円 /㎡ (16,500 円 /㎡ )､平 均 変

動 率 は ▲ 0.2%(▲ 0.4%)で あ っ た ｡(( )内 は ､昨 年 の 平 均 価 格 ま た は 平 均 変 動 率 ｡以

下 同 じ ｡) 

県 全 体 の 全 用 途 の 平 均 変 動 率 は ､平 成 10 年 か ら 28 年 連 続 し て 下 落 し て い る ｡ 

な お ､｢宅 地 関 係 基 準 地 の 用 途 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ｣は 第 3 表（ p5）､｢林 地

基 準 地 の 地 域 特 性 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 ｣は 第 4 表（ p5）､｢平 均 変 動 率 の 推 移



(秋 田 県 と 全 国 と の 比 較 )｣は 第 5 表 （ p6） ､｢市 町 村 別 ･用 途 別 平 均 価 格 及 び 平 均 変

動 率 表 ｣は 第 6 表（ p7）､｢地 価 公 示 の 標 準 地 と 同 一 地 点 で あ る 基 準 地 (共 通 地 点 )の

状 況 ｣は 第 7 表 （ p8） ､｢住 宅 地 及 び 商 業 地 に お け る 価 格 及 び 変 動 率 順 位 表 ｣は 第 8

表 （ p9,10） ､｢秋 田 県 の 全 国 に お け る 平 均 価 格 及 び 平 均 変 動 率 順 位 の 推 移 ｣は 第 9

表 （ p11,12） ､｢宅 地 関 係 の 上 昇 ･横 ば い ･下 落 の 地 点 数 ｣は 第 10 表 （ p13,14） の と

お り で あ る ｡ 

 

(1)住 宅 地 に つ い て  

本 県 の 平 均 価 格 は 13,500 円 /㎡ (13,400 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は ▲ 0.4%(▲ 0.6%)と

平 成 11 年 か ら 27 年 連 続 し て 下 落 し て い る も の の ､下 落 率 は 徐 々 に 縮 小 し て き て

い る ｡ 

平 均 変 動 率 を 地 域 別 に 見 る と ､秋 田 市 で は 2.0%(1.9%) ､秋 田 市 以 外 の 地 域 で は

▲ 1.0%(▲ 1.1%)で あ っ た ｡ 

市 町 村 別 に 見 る と ､秋 田 市 の 平 均 変 動 率 は 令 和 2 年 か ら 6 年 連 続 で 上 昇 を 維 持

し た 。 秋 田 市 以 外 の 市 町 村 で は 、 前 年 度 か ら 下 落 率 が 縮 小 し た の は 11 市 町 村 ､拡

大 し た の は 6 市 町 村 ､同 率 だ っ た の は 7 市 町 村 で あ っ た ｡ 

県 内 経 済 の 緩 や か な 回 復 や 住 宅 ロ ー ン の 低 金 利 環 境 の 継 続 な ど を 背 景 と し 、 秋

田 市 市 街 化 区 域 で の 住 宅 需 要 が 堅 調 で あ っ た ほ か 、 秋 田 市 以 外 で の 需 要 が 堅 調 な

エ リ ア に お い て 上 昇 が み ら れ た 。 一 方 、 町 村 部 は も と よ り 市 部 の 集 落 地 域 な ど で

も 、 過 疎 化 が 顕 著 な 地 域 が 多 く 、 空 き 家 ・ 空 き 地 が 目 立 つ 状 況 で あ る 。 ま た 、 県

全 体 の 住 宅 需 要 は 低 迷 し た 状 況 に 変 化 は な く 、 今 後 も 全 体 と し て は 地 価 の 下 落 は

続 く と 推 測 さ れ る 。  

建 設 資 材 の 高 騰 化 や 職 人 不 足 の 影 響 を 受 け 、 建 物 価 格 が 大 き く 上 昇 し て い る た

め 、 土 地 建 物 の 新 築 販 売 価 格 が 値 上 が り し て い る ほ か 、 中 古 住 宅 の 需 要 も 高 ま っ

て い る 。 ま た 、 金 利 環 境 の 変 化 が 今 後 の 住 宅 市 場 に 与 え る 影 響 が 懸 念 さ れ る 。  

 

(2)商 業 地 に つ い て  

 本 県 の 平 均 価 格 は 25,500 円 /㎡ (25,100 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は 0.0%(▲ 0.3%)と

平 成 5 年 か ら 令 和 6 年 ま で 32 年 続 い た 下 落 か ら 脱 し た 。 平 均 変 動 率 を 地 域 別 に

見 る と ､秋 田 市 で は 3.5%(2.8%)､秋 田 市 以 外 の 地 域 で は ▲ 1.1%(▲ 1.2%)で あ っ た ｡ 



 商 業 地 の 調 査 地 点 を 置 い て い な い 上 小 阿 仁 村 ､大 潟 村 及 び 東 成 瀬 村 を 除 く 22 市

町 別 に 見 る と ､秋 田 市 は 令 和 元 年 よ り 7 年 連 続 し て 上 昇 を 維 持 し 、由 利 本 荘 市 で 2

年 連 続 の 上 昇 と な っ た ｡秋 田 市 以 外 で 平 均 変 動 率 が 上 昇 し て い る の は 由 利 本 荘 市

の み で あ る 。こ の ほ か ､下 落 率 が 縮 小 し た の は 10 市 町 ､下 落 率 が 拡 大 し た の は 5 市

町 ､前 年 と 同 率 だ っ た の は 5 市 町 で あ っ た ｡ 

秋 田 市 中 心 市 街 地 で は 、 活 性 化 に 向 け た 官 民 一 体 の 取 組 に よ り 人 流 が 回 復 し つ

つ あ る ほ か 、 局 地 的 で は あ る が ホ テ ル 等 の 業 務 用 地 と し て の 需 要 が 多 い こ と か ら

地 価 が 上 昇 し 、 県 全 体 の 平 均 変 動 率 を 押 し 上 げ る 要 因 と な っ て い る 。  

県 全 体 で は 、 観 光 客 数 は コ ロ ナ 禍 以 前 の 水 準 に 回 復 し つ つ あ り 、 延 べ 宿 泊 者 数

は 前 年 比 で 増 加 し て い る が 、 完 全 に は 戻 っ て い な い 。 ま た 、 外 国 人 観 光 客 数 の 占

め る 割 合 は 東 北 地 方 で 最 も 少 な く 、 イ ン バ ウ ン ド 需 要 は 低 位 で あ る 。  

既 成 商 業 地 域 に つ い て は ､依 然 と し て 需 要 が 少 な く ､土 地 取 引 の 少 な い 状 況 が 続

い て い る 。  

 

(3)工 業 地 に つ い て  

 本 県 の 平 均 価 格 は 7,250 円 /㎡ (6,490 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は 3.3%(2.9%)と 前 年

度 の 上 昇 率 を 上 回 り 、 令 和 4 年 か ら 4 年 連 続 で 上 昇 と な っ た 。 昨 年 か ら の 継 続 地

点 6 地 点 の う ち 、 上 昇 が 5 地 点 、 横 ば い が 1 地 点 と な り 、 下 落 地 点 は な い 。  

 県 や 市 に よ る 優 遇 制 度 の 充 実 や 従 業 員 確 保 の 容 易 さ と い う 利 点 の ほ か ､災 害 な

ど の 事 態 に 備 え た BCP(事 業 継 続 計 画 )対 策 と し て の 引 き 合 い 等 に よ り ､イ ン タ ー

へ の 接 近 性 に 優 れ る 工 業 団 地 を 中 心 に 企 業 誘 致 に 成 功 し て い る ｡ 

 秋 田 市 の 工 業 地 で は 、 供 給 不 足 に よ り 需 給 関 係 が 不 均 一 な 状 態 で あ り 、 地 価 は

上 昇 し て い る ほ か 、 能 代 市 の 工 業 地 で は 製 材 大 手 企 業 が 進 出 し 、 今 後 も 当 企 業 に

よ る さ ら な る 用 地 需 要 が 見 込 ま れ る こ と か ら 、 上 昇 幅 が 拡 大 し て い る 。  

 

(4)そ の 他 の 用 途 に つ い て  

 宅 地 見 込 地 の 平 均 価 格 は 4,880 円 /㎡ (4,830 円 /㎡ )､平 均 変 動 率 は 0.7%(0.6%)で

あ り 、 前 年 か ら 2 年 連 続 の 上 昇 と な っ た ｡ 

 ま た ､ 林 地 の 平 均 価 格 は 16,300 円 /10a(17,000 円 /10a) ､ 平 均 変 動 率 は

▲ 3.8%(▲ 3.9%)と な り ､平 成 7 年 か ら 31 年 連 続 し て 下 落 し て い る ｡ 


